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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 78,586 △14.4 1,927 △64.1 2,436 △54.0 1,010 △54.3

21年3月期 91,812 △1.6 5,371 △46.3 5,293 △49.8 2,214 △63.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 13.20 ― 1.4 2.4 2.5
21年3月期 28.14 ― 2.8 4.8 5.9

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  57百万円 21年3月期  62百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 100,687 74,967 73.4 964.78
21年3月期 102,192 75,394 72.9 972.08

（参考） 自己資本   22年3月期  73,901百万円 21年3月期  74,462百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 9,064 △2,412 △2,382 20,932
21年3月期 6,232 △2,453 △5,692 16,708

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― 17.00 ― 13.00 30.00 2,344 105.9 2.9
22年3月期 ― 13.00 ― 13.00 26.00 1,991 197.0 2.7

23年3月期 
（予想）

― 13.00 ― 13.00 26.00 153.2

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

40,000 5.8 1,000 449.5 1,200 200.0 300 455.6 3.92

通期 83,100 5.7 3,200 66.1 3,500 43.7 1,300 28.7 16.97

－ 1 －
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

（注）詳細は、10ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、24ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 会計処理基準に関する事項」及び26ページ「連結財務諸表作成のための
基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、40ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 81,257,829株 21年3月期 81,257,829株

② 期末自己株式数 22年3月期  4,658,707株 21年3月期  4,656,810株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 52,768 △17.8 1,339 △64.1 1,940 △54.9 882 △58.6

21年3月期 64,184 △9.5 3,727 △51.8 4,305 △48.5 2,132 △56.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 11.53 ―

21年3月期 27.10 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 96,784 78,706 81.3 1,027.51
21年3月期 99,129 79,630 80.3 1,039.55

（参考） 自己資本 22年3月期  78,706百万円 21年3月期  79,630百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
今後様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

26,600 6.4 900 ― 1,200 ― 600 ― 7.83

通期 55,000 4.2 2,400 79.2 2,900 49.5 1,500 70.1 19.58
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１．経 営 成 績 

 

（１）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、アジア諸国の経済成長等に支えられた輸出の伸びを背景に

一部に景気回復の傾向が見られ、設備投資に底入れの兆しがあらわれてはいるものの、雇用・所得環

境の低迷が続く等、依然として厳しい状況が続いております。 

 

 このような経営環境下にあって、当社グループは、新中期経営計画に基づく連結成長戦略のもと、

市場・プロダクトのグローバル展開、総合提案ビジネスの拡大に取り組むとともに、徹底的な顧客ニ

ーズの掘り起こしに注力し、また、全社一丸となって原価低減、販管費抑制に努めました。 

しかしながら、顧客の設備投資抑制による需要減少の影響は当社の想定を大きく上回るものとなり

ました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は 785 億 86 百万円（前期比 14.4%減）、営業利益は 19

億 27百万円（同 64.1%減）、経常利益は 24億 36 百万円（同 54.0%減）、当期純利益は 10億 10 百万円

（同 54.3%減）となりました。 

 

部門別販売の概況は、以下のとおりであります。 

 
部門別販売の状況                             （単位：百万円） 

前連結会計年度 

平成 20年 4月 1日～

平成 21年 3月 31日 

当連結会計年度 

平成 21年 4月 1日～ 

平成 22年 3月 31日 

増  減 
区  分 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 

（時間情報システム事業） 

情 報 シ ス テ ム           

時 間 管 理 機 器           

パーキングシステム 

 

19,847 

5,360 

38,968 

%

21.6 

5.8 

42.5 

 

17,440 

4,315 

37,786 

% 

22.2 

5.5 

48.1 

 

△2,407 

△1,044 

△1,182 

%

△ 12.1 

△ 19.5 

△ 3.0 

小  計 64,177 69.9 59,542 75.8 △4,634 △ 7.2 

（環境関連システム事業） 

環 境 シ ス テ ム           

ク リ ー ン シ ス テ ム           

 

19,065 

8,569 

 

20.8 

9.3 

 

11,520 

7,523 

 

14.6 

 9.6 

 

△7,545 

△1,046  

 

△ 39.6 

△ 12.2 

小  計 27,635 30.1 19,043 24.2 △8,591 △ 31.1 

合  計 91,812 100.0 78,586 100.0 △13,225 △ 14.4 
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時間情報システム事業 

・ 情 報 シ ス テ ム ＝「就業・給与・人事・入室・食堂管理システム」 

・ 時 間 管 理 機 器 ＝「タイムレコーダー、タイムスタンプ」 

・ パーキングシステム＝「駐車場・駐輪場管理機器、マネジメントサービス」 

 

・情報システム 

 当事業部門は、国内では、景気回復への動きが見られるものの、企業のＩＴ投資抑制の影響によ

り需要は低迷し、加えて市場競争激化などにより、事業環境は厳しい状況が続いております。一方、

次世代のビジネスと言われるクラウド・コンピューティング対応へと業界が移行する動きも顕著に

なりつつあり、「システムを所有から利用する時代へ」と事業を取巻く環境は大きく変化しようとし

ています。 

このような状況下、当社では、平成 22 年 4 月 1 日施行の「改正労働基準法」対応へのシステム

更新需要やプログラム変更等の需要獲得に向け、プライベートセミナーの全国開催や既存顧客に対

するソリューション提案など営業活動強化に注力してまいりました。また、市場のニーズに対応す

べく、国内グループ会社との連携を強化し、ＡＳＰ（Application Service Provider）サービスの

需要拡大にも注力してまいりました。 

当期の実績は、前期に比べハードウェアは大型ソリューション物件の受注減少もあって 12 億 92

百万円減収（20.6％減）、ソフトウェアは 2億 39百万円減収（6.3％減）、メンテ・サプライは 2億

24 百万円減収（7.0％減）となりました。なお、ソフトウェアは減収となりましたが、第４四半期

において改正労働基準法対応に関わる需要が増加し、ソフト本数では前年比増となりました。分野

別には、就業システムは 14億 13 百万円減収（14.4％減）、入室システムは 3億円減収（22.7％減）

となりました。 

海外の実績は、欧州はホロスマート社が現地通貨ベースでは増収と堅調に推移したものの、為替

換算レートの変動により円ベースでは減収、北米、アジア地域も減収となり、海外全体では 6億 48

百万円減収（前期比 10.8％減）となりました。 

以上の結果、当事業部門の売上高は 174 億 40 百万円（前期比 12.1％減）となりました。 

 

・時間管理機器 

  当事業部門は、国内では新店舗の出店数減少や更新需要の低迷に加え、低価格機へのシフトなど

により販売台数の減少が続き、事業環境は厳しい状況が続いております。 

当社はこのような市場環境に対応すべく、低価格で高機能をコンセプトとした新型タイムレコー

ダーや使いやすさにエコロジーをプラスしたＰＣ接続式ＩＣ型タイムレコーダーを投入し、更新需

要の喚起、新市場の開拓に注力してまいりました。 

当期の実績は、国内は新製品投入が寄与したものの、前期に比べ輸出を含め 5 億 45 百万円減収

（14.7％減）となりました。 

海外の実績は、北米、欧州、アジアいずれも需要は低調に推移し、海外全体では 6億 63百万円減

収（前期比 30.5％減）となりました。 

以上の結果、当事業部門の売上高は 43億 15 百万円（前期比 19.5％減）となりました。 
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・パーキングシステム 

 当事業部門は、国内では、新車買い替え補助制度などの経済対策が自動車の販売台数回復の下支

えとなる中、自動車利用率向上が駐車場の稼働率改善に繋がり、先送りとなっていた更新案件が再

開するとともに、駐車場管理会社の不採算物件のスクラップ＆ビルドが進んだことなどにより、新

規、更新需要ともに緩やかな回復が続いております。 

また、駐車場を取巻くビジネス環境は、温室効果ガス排出削減への取り組みや交通渋滞緩和を目

的としたパークアンドライド駐車場設置への取り組み、カーシェアリングサービスの導入、電気自

動車用充電スタンドの設置拡大など、車社会を反映した新しい取り組みが増加し、益々駐車場利用

者のニーズに注目した駐車場経営が求められるようになってきております。 

当社はこのような市場環境の中、駐車場経営の収益向上、効率化など顧客目線に立った提案活動

の強化や国内グループ会社との連携によるソリューション提案を強化するなど、更新需要の掘り起

こしに注力してまいりました。 

また、「専用ゲートシステム市場」では、省力化・合理化提案に加え、安心・安全を目的とした新

市場開拓にも注力してまいりました。 

当期の実績は、前期に比べ駐車場・駐輪システム機器は、大型システム物件の受注減少により 14

億 73 百万円減収（10.4％減）となりましたが、メンテ・サプライは 1億 97百万円増収（2.4％増）

となりました。 

なお、グループ会社 アマノマネジメントサービス株式会社による駐車場管理受託事業の車室数は

平成 21年 3月末に比べ 24,400 台増加（16.1％増）いたしました。 

海外の実績は、北米、欧州は景気悪化により減収、アジア地域は韓国及びマレーシアが２桁伸長

し増収となりましたが、海外全体では 15億 10 百万円減収（前期比 11.9％減）となりました。 

以上の結果、当事業部門の売上高は 377 億 86 百万円（前期比 3.0％減）となりました。 

 

 

環境関連システム事業 

・環 境 シ ス テ ム         ＝ 「汎用集塵機、大型集塵装置、粉粒体空気輸送システム、高温 
有害ガス除去システム、脱臭システム」「電解水生成装置」 

 ・クリーンシステム         ＝ 「清掃機器、ドライケア清掃システム、マネジメントサービス」 
 

・環境システム 

当事業部門は、国内は製造業の設備投資抑制が続く中、液晶や半導体など電子機器関連分野にお

いては需要回復が顕著となり、また設備投資凍結や先送りとなった案件が再開する動きも見られる

ようになりましたが、事業環境は依然として厳しい状況が続いております。 

当社はこのような市場環境の中、環境コンプライアンスにかかわる「安心・安全」対策として「粉

塵爆発防止セミナー」や「省力化・コストダウン」提案活動など既存顧客に対する直販体制強化に

よる需要回復に注力してまいりました。 

当期の実績は、前期に比べ、大型システムは 34億 49 百万円減収（46.0％減）、汎用機は 25億 84

百万円減収（41.9%減）、メンテ・サプライは 9億 64百万円減収（25.5％減）と大幅減収となりまし
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た。 

海外の実績は、アジア地域における日系企業の設備投資抑制が続き、受注が低調に推移したこと

により、海外全体では 4億 69百万円減収（前期比 40.6％減）となりました。 

以上の結果、当事業部門の売上高は 115 億 20 百万円（前期比 39.6％減）となりました。 

 

・クリーンシステム 

当事業部門は、国内は商業施設関連の新規出店減少やファクトリー市場での設備投資抑制が続く

中、清掃コスト抑制のために外注委託から自家清掃へと転換する動きも見られるようになりました

が、事業環境は厳しい状況が続いております。 

当社はこのような市場環境の中、清掃コスト削減効果をより具体的な提案活動へと展開させるた

め、清掃機のデモンストレーション活動を全国展開し、需要回復に注力してまいりました。 

当期の実績は、前期に比べ清掃機器はバフィング機の減少に加え、工場向け洗浄機が設備投資抑

制の影響を受け減少したことにより 4 億 22 百万円減収（17.1％減）、メンテ・サプライは 2 億 2 百

万円減収（6.3％減）となりました。 

海外の実績は、北米は低調が続き減収、欧州・アジア地域も低調で海外全体では 2億 93百万円減

収（前期比 14.9％減）となりました。 

以上の結果、当事業部門の売上高は 75億 23 百万円（前期比 12.2％減）となりました。 

 

（２）財政状態に関する分析 

 ①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ15億5百万円減少し、1,006億87百万円と

なりました。流動資産は、前連結会計年度末に比べ20億95百万円増加しました。これは主に、受取手

形及び売掛金が25億16百万円減少したものの、現金及び預金が49億55百万円増加したことによるもの

であります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ36億円減少しました。これは主に、無形固定資産

が16億34百万円、長期預金が15億80百万円減少したことによるものであります。 

（負債） 

 当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ10億78百万円減少し、257億19百万円とな

りました。流動負債は、前連結会計年度末に比べ7億60百万円減少しました。これは主に、未払金及び

未払費用等が減少しその他流動負債が10億53百万円減少したことによるものであります。固定負債は、

前連結会計年度末に比べ3億17百万円減少しました。これは主に、リース債務が5億11百万円増加した

ものの、長期未払金が3億91百万円、退職給付引当金が3億24百万円減少したことによるものでありま

す。 

（純資産） 

 当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ4億27百万円減少し、749億67百万円と

なりました。これは主に、為替換算調整勘定等の増加により評価･換算差額等合計が5億89百万円増加

したものの、利益剰余金合計が剰余金の配当等により11億49百万円減少したことによるものでありま

す。 

アマノ株式会社　(6436)　平成22年３月期決算短信

－ 6 －



  

 ②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ 42億 23百万円

増加し、209 億 32 百万円となりました。当連結会計年度末における各キャッシュ・フローの状況とそ

れらの要因は次のとおりであります。 

 

 （イ）営業活動によるキャッシュ･フロー 

 営業活動によるキャッシュ･フローは、90億 64百万円となりました。これは主に、法人税等の支払

額 13億 2百万円が計上されたものの、減価償却費 46億 76百万円、売上債権の減少 26億 61 百万円、

税金等調整前当期純利益 23億 65百万円等が計上されたことによるものであります。 

 

 （ロ）投資活動によるキャッシュ･フロー 

 投資活動によるキャッシュ･フローは、△24億 12 百万円となりました。これは主に、定期預金の払

戻による収入 52億 6百万円、有価証券の償還による収入 20億円が計上されたものの、定期預金の預

入による支出 46億 24百万円、有価証券の取得による支出 20億 28百万円、有形固定資産の取得によ

る支出 16億 57百万円、無形固定資産の取得による支出 16億 39百万円等が計上されたことによるも

のであります。 

 

 （ハ）財務活動によるキャッシュ･フロー 

 財務活動によるキャッシュ･フローは、△23億 82 百万円となりました。これは主に、配当金の支払

額 19億 91百万円等が計上されたことによるものであります。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 18年 3月期 平成 19年 3月期 平成 20年 3月期 平成 21年 3月期 平成 22年 3月期

自己資本比率（％） 74.8 74.4 73.0 72.9 73.4 

時価ベースの自己資本

比率（％） 156.0 103.6 70.6 58.8 64.7 

キャッシュ・フロー対有

利子負債比率（％） 42.2 36.2 17.5 24.1 17.1 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 88.1 125.3 166.6 200.7 250.6 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており
ます。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ
ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子
を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシ
ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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③次期の見通し 

 次期のわが国経済の見通しは、中国などの新興国を中心に世界経済の回復が続くことを背景に、輸

出が増加基調を維持し国内生産を下支えするものの、雇用、設備の過剰感が残る中、本格的な景気回

復は展望できないものと思われます。 

 このような経営環境の中で、当社及びグループ各社は、平成 20年 4月からスタートした 3ヵ年の新

中期経営計画における連結成長戦略に基づき、各事業における市場・プロダクトのグローバルな展開

による持続成長、新規事業推進やアキュミュレーション・ビジネスの強化による収益性の向上の実現

に向けて取り組んでまいります。 

 次期の見通しにつきましては、売上高831億円、営業利益32億円、経常利益35億円、当期純利益13

億円を見込んでおります。なお、為替レートにつきましては、米ドルは1米ドル92円、ユーロは1ユー

ロ123円を前提としております。  

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 当社は、株主の皆様に対する配当政策を最重要課題のひとつとして位置付け、利益還元策として、

普通配当年間26円（中間13円、期末13円）を安定的に継続実施し、業績に応じた適正な成果配分、機

動的な自己株式取得を行うことを基本方針とし、連結での配当性向35％以上、純資産配当率2.5％以上

を目標としております。 

 この方針のもと、当期の期末配当金は、前期末と同じく1株当たり13円とさせていただく予定でおり

ます。この結果、当期の1株当たり年間配当金は既に実施いたしました中間配当金1株当たり13円とあ

わせて年間26円となり、前期と比べ4円の減配となります。これにより、連結での配当性向は197.0％、

純資産配当率は2.7％となります。 

 次期の配当金につきましては、1株当たり年間配当金26円（中間13円、期末13円）をめざしてまいり

たいと存じます。 

 なお、内部留保金につきましては、既存事業の領域拡大・強化、成長事業分野への戦略的投資及び

研究開発活動のほか、コスト削減、品質向上のための生産設備合理化など、経営体質強化のための有

効投資に備えることといたします。 

 

（４）事業等のリスク 

 決算短信に記載した定性的情報、連結財務諸表等に関する事項のうち、投資家に重要な影響を及ぼ

す可能性があると想定される事項には、以下のものがあります。 

 なお、当社グループは、現在及び将来における事業展開上のリスク要因となる可能性があると考え

られる事項については、可能な限りこれらを想定した中でリスク要因の排除、対応に注力し事業活動

を行っております。 

 また、将来に関する事項は、本決算発表日（平成 22 年 5 月 7 日）現在において当社が判断したもの

であります。 

 

①経営環境等の変化による収益への影響 

 当社グループは、蓄積した独自技術とノウハウにより高品質な製品やサービス、ソリューションを
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顧客に提供し、各事業領域において日本をはじめ北米・欧州・アジア各地域で高い市場シェアを占め、

グローバルな事業展開を行っております。 

 当社グループの平成 22 年 3 月期における事業部門別売上高の構成比は、時間情報システム事業が

75.8％、環境関連システム事業が 24.2％の割合となっております。営業利益への貢献割合につきま

しては、配賦不能経費控除前で時間情報システム事業が 96.5％、環境関連システム事業が 3.5％と

なっております。また、直近 5ヵ年間の加重平均値を用いた場合でも、時間情報システム事業は売上

高で 68.7％、営業利益で 71.8％を占めております。 

  

 将来のリスク要因としては、当社グループの業績において高い割合を有する時間情報システム

事業について、需要構造の激変、新市場の創出等により市場拡大が見込まれると予測された場合、

異業種からの参入または強力な競争相手の参入が予想されます。この場合、競争相手が当社を凌駕す

る革新的な製品やソリューションをもって参入してきたとき、当社グループの市場優位性が低下し、

業績へ重大な影響を与えることがあります。 

 

②為替相場の変動 

 当社グループは、グローバルな事業展開を進めており、海外に生産・販売拠点を保有しております。

したがって、当社グループの業績は、海外での取引を円換算する際に、為替相場の変動により影響

を受ける状況にあります。 

 

③情報セキュリティ 

 当社グループでは、システム・ソリューションの提案やＡＳＰ（Application Service Provider）

事業を展開するために、顧客及び顧客からお預りした個人情報等の機密情報を取り扱っております。

そのため、機密情報管理体制の整備、社員教育の徹底や情報漏洩防止ソフトウェアの使用等により、ネ

ットワークを通じた機密情報への侵入、情報データの持ち出し等による機密情報の漏洩を防止するよう、

情報セキュリティ管理委員会を設け万全を期しておりますが、予期せぬ事態が発生し、これらの情報

が外部に漏洩された場合、信用の低下等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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        ２．企 業 集 団 の 状 況

  当社の企業集団は、当社及び連結子会社計29社で構成され、主として時間情報システム機器及び環境
関連システム機器の製造・販売を行っております。
  主な事業の系統図は、次のとおりであります。
  なお、当系統図での事業区分別位置付けは、各関係会社の主たる事業で区分して図示しております。

国
内
販
売

        輸 出 販 売

製品および生産
用部品一部供給

国  　内  　ユ  　ー　  ザ  　ー

連結子会社
ｱﾏﾉ ｺｰﾘｱ
Corp.

連結子会社
安満能国際
貿易(上海)
有限公司

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾀｲﾑ&ｴｱｰ
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
PTE.Ltd.

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾖｰﾛｯﾊﾟ
N.V.

連結子会社
ﾎﾛｸｵﾙﾂ
S.A.

連結子会社
ｱﾏﾉ ｼﾝｼﾅﾃｨ
Inc.

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾊﾟｲｵﾆｱ
ｴｸﾘﾌﾟｽ Corp.

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾏﾚｰｼｱ
SDN.BHD.

連結子会社
PT.ｱﾏﾉ
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ

連結子会社
ｱﾏﾉ ｼﾝｼﾅﾃｨ
ｶﾅﾀﾞ Inc.

連結子会社
(株)ｱﾏﾉｴｰｼﾞｪﾝｼｰ
  当社の福利厚生業務
  損害保険代理業務

連結子会社
ｱﾏﾉﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｻｰﾋﾞｽ(株)

連結子会社
(株)環境衛生研究所

当
　
社
（
時
間
情
報
シ
ス
テ
ム
機
器
・
環
境
関
連
シ
ス
テ
ム
機
器
 
製
造
・
販
売
）

海
 
 
 
外
 
 
 
ユ
 
 
 
ー
 
 
 
ザ
 
 
 
ー

時
間
情
報
シ
ス
テ
ム
事
業

環
境
関
連
シ
ス
テ
ム
事
業

連結子会社
ATAS E&C
ｻｰﾋﾞｽ (M)
SDN.BHD.

連結子会社
ｱﾏﾉ武蔵電機(株)

連結子会社
ｱﾏﾉﾋﾞｼﾞﾈｽ
ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ(株)

連結子会社
ｽｺｰﾊﾟｽ
ｵﾑﾆﾊﾞｯｼﾞ
S.A.S.

連結子会社
ｱﾏﾉﾒﾝﾃﾅﾝｽ
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)

連結子会社
ｱﾏﾉ ｸﾘｰﾝﾃｯｸ
(M)SDN.BHD.

連結子会社
ｱﾏﾉ ｲﾝﾃｸﾞﾚｰﾃｯ
ﾄﾞ ｼｽﾃﾑｽﾞ
Inc.

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾏｸｷﾞｬﾝ
Inc.

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾖｰﾛｯﾊﾟ
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ N.V.
(持株会社)

連結子会社
ｱﾏﾉ USA
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ Inc.
(持株会社)

連結子会社
ﾎﾛｽﾏｰﾄ
S.A.

連結子会社
ｱﾏﾉ ﾀｲ ｲﾝﾀｰﾅ
ｼｮﾅﾙ Co.,Ltd.

連結子会社
ﾎﾛｸｵﾙﾂ ﾓﾛｯｺ
S.A.

連結子会社
ﾋﾟｱﾙ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
S.A.

連結子会社
ｱﾏﾉ
ﾀｲﾑ&ﾊﾟｰｷﾝｸﾞ
ｽﾍﾟｲﾝ S.A.
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３．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社は、創業以来、「人と時間」「人と環境」を企業テーマに掲げ、全事業活動の座標軸を顧客満足

度に置き、販売・製造・開発部門をはじめ、全社員がお客様の声を聞く「顧客第一主義」を基本方針

としております。 

 この基本方針のもと、顧客ニーズに適合した「人と時間」「人と環境」に関連する、さまざま

な製品やシステム、サービス、ソリューションなどの提供を通じ、企業を支える「顧客、社員、株

主、取引先、地域社会」の全ての人々に信頼・評価される企業をめざして事業活動を続けております。 

また、当社及びグループ各社は、経営革新を推進し、強固な収益体質と業績の持続的成長により、

企業価値の最大化をめざしております。 

 

 

（２）新中期経営計画 

 当社及びグループ各社は、アマノグループ 4つの不変の戦略を継続しながら、時代の変化に対応し、

変り続けることを伝統としています。 

 

① ＴＩＭＥ＆ＥＣＯＬＯＧＹの事業領域重視／本業強化 

② 得意な事業領域におけるニッチトップ 

③ 不断のリストラ 

④ キャッシュ・フローをベースとした経営 

 

 この 4つの基本戦略をもとに、平成 20年 4月から 3ヵ年の「新中期経営計画」を策定いたしました。 

 その概要は次のとおりであります。 

 

【１】基本方針 

 新中期経営計画は、「収益体質強化と持続的成長」をめざした前経営計画を踏まえ、米国のアマ

ノ マクギャン社とフランスのホロスマート社を主軸に、米国・欧州におけるパーキングシステム

事業、情報システム事業のグローバル展開を推進するとともに国内の事業拡大にも注力いたします。 

  この基本方針に基づく重点課題は以下のとおりです。 

 

１．事業戦略 

・北米、欧州市場の拡大 

北米は、アマノ マクギャン社の駐車場管理運営ソフトとアマノのソフト・ハードの融合

化、直販体制強化による顧客密着型のソリューション提案を推進し、パーキングシステム

事業の北米市場での拡大を図ります。 

欧州は、ホロスマート社の持つフランスにおけるソフト・ハードと顧客基盤にアマノの

ソフト・ハードを融合し、情報システム事業のフランス市場での拡大を図り、英国・ベネ
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ルクス三国をはじめとする欧州市場への拡大をめざします。 

・国内市場の拡大 

国内市場は、情報システム、パーキングシステムを中心に国内グループ各社との連携を

強め、総合提案力・サービス力強化と新商品投入により、蓄積された顧客基盤のさらなる

拡大と新市場の創造を図ります。 

 

２．収益力向上 

・情報システム、パーキングシステム事業の収益性改善 

海外は、アマノ マクギャン社、ホロスマート社の事業戦略を推進し、高付加価値商品

を中心とした北米・欧州地域への販売拡大により、収益力ある両社の連結業績への貢献度

を高め収益力向上を図ります。 

国内においては、情報システムは、大規模ソリューションシステムの標準化推進、中小

規模向けソフトウェアの販売拡大による付加価値拡大を図り、パーキングシステムは、コ

スト競争力ある製品開発と物件単位でのコスト管理を強化し収益性改善を図ります。 

 

    ３．資本効率の向上 

      ・自己資本当期純利益率（ＲＯＥ） 

               各事業の収益性改善に注力するとともに、機動的な自己株式取得等により資本効率の

向上に努め、連結ベースＲＯＥ10.0%を目標といたします。 

 

【２】数値計画 

一昨年の秋以降、米国のサブプライムローン問題に端を発する国際的な金融危機が世界的な規模で

実体経済に深刻な影響を及ぼし、本計画策定時点において想定していた経営環境が激変したため、当

初設定いたしました平成 23年 3月期の数値計画は見直し、サマリー情報１ページに記載のとおり変更

いたしております。 

 

 

（３）会社の対処すべき課題 

 次期の事業課題につきましては、新中期経営計画に基づき、その目標を達成すべく以下の施策を実

行してまいります。 

 

１） 時間情報システム事業 

・  情報システム事業 

情報システム事業は、労働行政による「サービス残業」、「長時間労働（過重労働）」撲滅のため

の指導強化や雇用情勢の厳しさから労働審判事案など雇用リスクへの対応が高まる中、企業は、

「時間短縮」、「作業効率」、「コスト削減」など業務の最適化、「適正な労働時間の管理」に対する

コンプライアンスへの取り組み強化など、全社的な労働時間管理体制の構築に向け、就業管理シス

テム整備や再構築などの潜在的な需要は底堅いものの、ＩＴ投資抑制の影響から需要は低迷し、加
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えて市場競争激化などにより、市場環境の厳しさが続いております。一方、次世代のビジネスとい

われるクラウド・コンピューティング対応へと業界が移行する動きも顕著となりつつあり、「シス

テムを所有から利用する時代へ」と事業を取巻く環境は大きく変化しようとしています。 

このような市場環境下、大規模向けソリューションビジネスについては、ソフトウェア機能強化

により市場競争力を高め、営業・ＳＥが一体となった販売体制を強化し、潜在需要の顕在化に注力

してまいります。また、時代の変化に対応すべく、国内グループ会社との連携を強化し、ＡＳＰ

（Application Service Provider）サービス事業の拡大をめざしてまいります。 

収益向上策としては、大規模事業所向けソリューションビジネスにおける収益管理の徹底、プ

ロジェクトマネジメント体制強化、ソフトウェア標準化などによるコストダウンを推進するとと

もに、中小規模事業所向け汎用パッケージソフトの販売拡大を推進し、収益力の改善・向上を図

ってまいります。 

 海外市場においては、米国のアキュタイムシステムズ社を今年 2月に買収したことにより、北米

市場での顧客基盤強化と販売ルート拡大を図り、また、ハードウェア拡充によりグローバル供給体

制の構築や開発コスト圧縮に取り組むほか、フランスのホロスマート社製ソフトウェアの欧州各国

への販路拡大とグローバル化に向けた体制強化により、事業拡大をめざしてまいります。 

 

・ パーキングシステム事業 

パーキングシステム事業は、新車買い替え補助制度など経済対策が自動車の販売台数回復の下

支えとなる中、自動車利用率向上が駐車場の稼働率改善に繋がり、先送りとなっていた更新案件の

再開、駐車場管理会社の不採算物件のスクラップ＆ビルドが進展したことにより、新規及び更新需

要ともに緩やかな回復が続いております。駐車場を取巻くビジネス環境は、温室効果ガス排出削減

への取り組みや交通渋滞緩和を目的としたパークアンドライド駐車場設置への取り組み、カーシェ

アリングサービスの導入、電気自動車用充電スタンドの設置拡大など、車社会を反映した新しい取

り組みが増加し、益々駐車場利用者のニーズに注目した駐車場経営が求められています。 

このような環境下、駐車場経営の収益向上、効率化など顧客目線に立った提案活動に注力、ネ

ットワーク対応型やＩＴ機能搭載型の高付加価値商品、保守メンテナンスや駐車場管理運営サービ

スの提供等の総合提案ビジネスをグループ会社との連携強化により推進し、既存ユーザーの確実な

取込みを実現してまいります。 

放置自転車問題により顕在化してきた駐輪場市場においては、ＣＯ２削減に向けてレンタサイク

ルやコミュニティサイクル等のエコ提案活動推進による市場の活性化・拡大をめざすとともに、工

場などへの入出場管理のための専用ゲートシステム市場においては、省力化・合理化提案に加え、

安心・安全を目的とした新市場拡大をめざしてまいります。 

収益力改善・向上策としては、特注品の標準化推進、物件別収益管理の強化、購入品の内製化

等を図ってまいります。 

海外市場においては、北米では、アマノマクギャン社を軸とした顧客密着型販売を一層強化し、

北米市場におけるパーキングシステムのトップメーカーとしての地位を確立し、事業拡大をめざし

てまいります。 

また、欧州においてはイギリスにアマノＵＫ社を設立し既存顧客からの更新需要獲得及び直販体
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制による新市場拡大をめざすとともに、アジアにおいては韓国を中心に更なる事業拡大を図ってま

いります。各市場でのトップシェア獲得をめざし、事業の積極的なグローバル展開を図ってまいり

ます。 

 

 

２）環境関連システム事業 

・ 環境システム事業 

環境システム事業は、国内は製造業の設備投資抑制が続く中、液晶や半導体など電子機器関連

分野においては需要回復が顕著となり、また設備投資凍結や先送りとなった案件が再開する動き

も見られるようになりましたが、事業環境は依然として厳しい状況が続いております。一方では、

アジア地域、特に中国市場を中心に工作機械需要の回復など設備投資が活発化しており、確実に

需要は海外にシフトしています。 

このような市場環境下、中国現地生産拡大、販売体制強化を図り、日系進出企業からローカル

企業へと中国市場の需要拡大をめざしてまいります。また、環境負荷低減に対応した新商品開発

力の強化、工作機械の小型化・多様化に対応した新商品の市場投入、安全性向上のための粉塵爆

発対策技術の強化、さらには、メンテナンス事業拡大により、潜在的な需要の掘り起こしに努め

るとともに、収益力向上のため、物件単位の収益管理の一層強化を図ってまいります。 

海外市場においては、中国、タイをはじめとするアジア地域のグループ各社との連携を一層強

化し、アジアにおける市場拡大を推進してまいります。 

 

３）人材育成 

事業を遂行する上で人材こそが最も重要な経営資源との認識のもと、人材の育成は最重要課題

のひとつとして捉え、変革を恐れず、果敢に挑戦していく人材の育成に注力してまいります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,719 23,675

受取手形及び売掛金 23,651 21,134

有価証券 1,191 1,226

商品及び製品 2,987 2,883

仕掛品 539 685

原材料及び貯蔵品 2,957 2,448

繰延税金資産 1,313 1,105

その他 1,477 1,790

貸倒引当金 △199 △214

流動資産合計 52,639 54,735

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 10,975 11,921

機械装置及び運搬具（純額） 1,543 1,300

工具、器具及び備品（純額） 1,192 1,105

土地 7,156 7,161

リース資産（純額） 720 1,384

建設仮勘定 1,257 83

有形固定資産合計 22,847 22,956

無形固定資産   

のれん 7,401 6,776

ソフトウエア 4,357 4,174

ソフトウエア仮勘定 1,145 278

その他 631 671

無形固定資産合計 13,536 11,901

投資その他の資産   

投資有価証券 4,524 4,514

長期貸付金 21 19

破産更生債権等 464 530

差入保証金 1,098 1,093

繰延税金資産 2,598 2,333

長期預金 2,114 533

その他 2,802 2,542

貸倒引当金 △455 △473

投資その他の資産合計 13,169 11,093

固定資産合計 49,552 45,951

資産合計 102,192 100,687
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,959 9,008

短期借入金 43 19

リース債務 173 476

未払法人税等 688 679

賞与引当金 1,667 1,639

役員賞与引当金 5 8

その他 8,645 7,592

流動負債合計 20,183 19,423

固定負債   

長期借入金 － 25

長期未払金 932 541

リース債務 719 1,231

繰延税金負債 394 362

退職給付引当金 4,207 3,883

その他 359 252

固定負債合計 6,613 6,296

負債合計 26,797 25,719

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,239 18,239

資本剰余金 19,567 19,567

利益剰余金 47,044 45,895

自己株式 △3,715 △3,717

株主資本合計 81,136 79,985

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △303 △117

為替換算調整勘定 △6,370 △5,966

評価・換算差額等合計 △6,673 △6,083

少数株主持分 932 1,066

純資産合計 75,394 74,967

負債純資産合計 102,192 100,687
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 91,812 78,586

売上原価 51,616 44,654

売上総利益 40,195 33,931

販売費及び一般管理費   

販売費 30,920 29,013

一般管理費 3,902 2,991

販売費及び一般管理費合計 34,823 32,004

営業利益 5,371 1,927

営業外収益   

受取利息 243 73

受取配当金 66 68

為替差益 － 53

その他 466 461

営業外収益合計 776 657

営業外費用   

支払利息 37 30

為替差損 655 －

その他 161 117

営業外費用合計 854 148

経常利益 5,293 2,436

特別利益   

固定資産売却益 13 4

投資有価証券売却益 12 0

退職給付制度終了益 281 －

その他 1 13

特別利益合計 309 17

特別損失   

固定資産除却損 131 24

固定資産売却損 9 7

投資有価証券評価損 576 56

投資有価証券売却損 44 －

関係会社出資金評価損 10 －

ゴルフ会員権評価損 11 －

特別退職金 45 －

損害賠償損失 36 －

その他 15 0

特別損失合計 880 88

税金等調整前当期純利益 4,722 2,365

法人税、住民税及び事業税 2,263 938

法人税等調整額 77 249
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

法人税等合計 2,341 1,187

少数株主利益 167 167

当期純利益 2,214 1,010
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 18,239 18,239

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,239 18,239

資本剰余金   

前期末残高 19,567 19,567

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,567 19,567

利益剰余金   

前期末残高 49,225 47,044

当期変動額   

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,214 1,010

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △1,642 －

連結子会社と非連結子会社との合併による
増減

△37 －

連結範囲の変動 － △168

当期変動額合計 △2,180 △1,149

当期末残高 47,044 45,895

自己株式   

前期末残高 △711 △3,715

当期変動額   

自己株式の取得 △3,004 △1

当期変動額合計 △3,004 △1

当期末残高 △3,715 △3,717

株主資本合計   

前期末残高 86,321 81,136

当期変動額   

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,214 1,010

自己株式の取得 △3,004 △1

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △1,642 －

連結子会社と非連結子会社との合併による
増減

△37 －

連結範囲の変動 － △168

当期変動額合計 △5,184 △1,151

当期末残高 81,136 79,985
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 65 △303

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △369 185

当期変動額合計 △369 185

当期末残高 △303 △117

為替換算調整勘定   

前期末残高 △955 △6,370

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,414 403

当期変動額合計 △5,414 403

当期末残高 △6,370 △5,966

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △889 △6,673

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,783 589

当期変動額合計 △5,783 589

当期末残高 △6,673 △6,083

少数株主持分   

前期末残高 875 932

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 56 134

当期変動額合計 56 134

当期末残高 932 1,066

純資産合計   

前期末残高 86,307 75,394

当期変動額   

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,214 1,010

自己株式の取得 △3,004 △1

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 △1,642 －

連結子会社と非連結子会社との合併による増
減

△37 －

連結範囲の変動 － △168

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,727 724

当期変動額合計 △10,912 △427

当期末残高 75,394 74,967
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,722 2,365

減価償却費 4,768 4,676

のれん償却額 860 667

退職給付引当金の増減額（△は減少） △141 △328

貸倒引当金の増減額（△は減少） △19 27

受取利息及び受取配当金 △310 △142

持分法による投資損益（△は益） △62 △57

支払利息 37 30

為替差損益（△は益） 62 △2

固定資産売却損益（△は益） △4 3

固定資産除却損 131 24

投資有価証券売却損益（△は益） 31 △0

投資有価証券評価損益（△は益） 576 56

関係会社出資金評価損益（△は益） 10 －

ゴルフ会員権評価損 11 －

特別退職金 45 －

損害賠償損失 36 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,575 2,661

たな卸資産の増減額（△は増加） 626 533

仕入債務の増減額（△は減少） △2,584 △0

その他 △2,873 △506

小計 9,501 10,009

利息及び配当金の受取額 359 207

利息の支払額 △31 △36

特別退職金の支払額 － △30

法人税等の支払額 △3,597 △1,302

法人税等の還付額 － 217

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,232 9,064

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △2,191 △2,028

有価証券の償還による収入 2,000 2,000

有形固定資産の取得による支出 △1,924 △1,657

有形固定資産の売却による収入 39 5

無形固定資産の取得による支出 △2,674 △1,639

投資有価証券の取得による支出 △1,822 △806

投資有価証券の売却による収入 78 51

投資有価証券の償還による収入 2,500 700

営業譲受による支出 △282 －

貸付けによる支出 △2 △1
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

貸付金の回収による収入 6 5

定期預金の預入による支出 △2,643 △4,624

定期預金の払戻による収入 4,169 5,206

その他 293 377

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,453 △2,412

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 3 －

短期借入金の返済による支出 △2 △0

長期借入れによる収入 94 33

長期借入金の返済による支出 △142 △51

自己株式の取得による支出 △3,004 △1

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △79 △333

配当金の支払額 △2,539 △1,991

少数株主への配当金の支払額 △23 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,692 △2,382

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,423 △156

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △490 4,113

現金及び現金同等物の期首残高 17,192 16,708

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 110

連結子会社と非連結子会社との合併による現金及び
現金同等物の増減額（△は減少）

6 －

現金及び現金同等物の期末残高 16,708 20,932
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　　　　　４－（５）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当事項はありません。

　　　　　４－（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

1. 連結の範囲に関する事項

  (ｲ)連結子会社の数 ２８社
     主要な連結子会社名 「２．企業集団の状況」（10ページ）に記載しております。

　アマノ タイム＆パーキング スペイン S.A.は重要性が増したた
め、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

  (ﾛ)非連結子会社の名称 安満能軟件工程(上海)有限公司、ｱﾏﾉ･ｴｺ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株)、
ｴｰ･ｴｽ･ｲｰ R&D ﾖｰﾛｯﾊﾟ N.V.、ｱﾏﾉｼｽﾃﾑｽﾞ九州(株)、
ｱﾏﾉﾀｲﾑﾋﾞｼﾞﾈｽ(株)、ｱｯﾄﾊﾟｰｸ ｺﾘｱ Co.,Ltd.、
ﾀｲﾑ ｽﾀﾝﾌﾟ ｿﾘｭｰｼｮﾝ Co.,Ltd.、ｱﾏﾉ ﾊﾟｰｷﾝｸﾞ ﾖｰﾛｯﾊﾟ N.V.
ｱﾏﾉ UK Ltd.、Accu-Time Systems, Inc.
以上10社

   （連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余
金(持分に見合う額)等は、何れも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

  (ｲ)持分法を適用した関連会社の名称 ﾊﾟｰｷﾝｼｽ ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ Co.,Ltd.

  (ﾛ)持分法非適用関連会社の名称 上海奇安機電設備有限公司

   （持分法を適用しない理由）
　持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と
しても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　海外子会社の決算日は、12月31日であります。また、連結財務諸表の作成にあたっては、同日
現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調
整を行っております｡
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4. 会計処理基準に関する事項

  (ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法

 ①有価証券
     満期保有目的の債券････････････････････…償却原価法（定額法）
     その他有価証券

　時価のあるもの･･･････････････････…決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理
  し、売却原価は、移動平均法により算定）

　時価のないもの･･･････････････････…移動平均法による原価法

 ②デリバティブ ･････････････････････････････時価法

 ③たな卸資産  ･･･････････････････････････… 主として総平均法による原価法(貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定)

  (ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

 ①有形固定資産(リース資産を除く)
       定率法（ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）について
     は定額法）によっております。
       なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　 　建物及び構築物
       機械装置及び運搬具

 ②無形固定資産(リース資産を除く)
       定額法によっております。
       なお、当社の市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能期間(3年)に基
　　　づく定額法、当社及び国内連結子会社の自社利用目的のソフトウェアについては、社
　　　内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

 ③リース資産
       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
       リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

  (ﾊ)重要な引当金の計上基準

 ①貸倒引当金
       売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
     より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
     額を計上しております。

 ②賞与引当金
       従業員の賞与の支出に備えるため、その期に帰属する支給見込額を計上しております｡

 ③役員賞与引当金
       役員の賞与の支出に備えるため、その期に帰属する支給見込額を計上しております｡

7年～50年
7年～17年
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 ④退職給付引当金
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の
  見込額に基づき計上しております。
　　過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
　内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額を費用処理しております。
    数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
　間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
　から費用処理しております。

  (ﾆ)重要な収益及び費用の計上基準

   　　当連結会計年度に着手した工事契約から当連結会計年度末までの進捗部分についての成果
   　の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

　を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

  (ﾎ)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

   　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
   　として処理しております。

　　なお、在外子会社等の資産又は負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益
　及び費用は期中平均相場により換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及
　び少数株主持分に含めております。

  (ﾍ)その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

5. 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなり
ます。
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　　　　　４－（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計方針の変更）

①工事契約に関する会計基準の適用
　当連結会計年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月
27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19
年12月27日）を適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当連結会計年度末までの進
捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積
りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
　なお、この変更による損益へ与える影響は軽微であります。

②在外子会社等の財務諸表項目の換算方法
　在外子会社等の収益及び費用は、従来、在外子会社等の決算日の為替相場により換算しており
ましたが、当連結会計年度より期中平均相場による換算に変更しております。この変更は、在外
子会社等の重要性が増したことに伴い、連結会計年度を通じて発生する収益及び費用の各項目に
ついてより実態に即した換算を行うために行ったものであります。
　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の売上高は302百万円、売上総利
益は144百万円それぞれ減少、営業利益は3百万円増加、経常利益は0百万円、税金等調整前当期純
利益は0百万円それぞれ減少いたしました。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

③退職給付に係る会計基準の一部改正の適用
　当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準
第19号　平成20年7月31日）を適用しております。
　なお、この変更による損益へ与える影響はありません。
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　　　　　４－（８）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額

31,719 百万円 33,444 百万円

（連結損益計算書関係）

主な販売費及び一般管理費 主な販売費及び一般管理費

1,107 百万円 1,078 百万円

5 8

1,204 1,192

47 13,690

14,554 134

164

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

18,719 百万円 23,675 百万円

△ 2,011 △ 2,742

16,708 20,932

21 百万円

275

296

14

給 料 手 当

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

役員退職慰労引当金繰入額

給 料 手 当 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

現 金 及 び 預 金 勘 定

当連結会計年度

自　平成20年4月 1日 自　平成21年4月 1日

至　平成22年3月31日

現 金 及 び 預 金 勘 定

至　平成21年3月31日

前連結会計年度

賞 与 引 当 金 繰 入 額

役員賞与引当金繰入額

退 職 給 付 費 用退 職 給 付 費 用

賞 与 引 当 金 繰 入 額

役員賞与引当金繰入額

当連結会計年度

至　平成22年3月31日

（平成21年3月31日現在） （平成22年3月31日現在）

自　平成21年4月 1日

前連結会計年度 当連結会計年度

至　平成21年3月31日

前連結会計年度

自　平成20年4月 1日

預入期間が3ヶ月を超える定期預金預入期間が3ヶ月を超える定期預金

営業の譲受けにより増加した資産及び負債の内訳

流　動　資　産

現 金 及 び 現 金 同 等 物 現 金 及 び 現 金 同 等 物

固　定　資　産

流　動　負　債

資　産　合　計

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係
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（連結株主資本等変動計算書関係）

　前連結会計年度（自 平成20年 4月1日　至 平成21年 3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。
　　　　取締役会決議による自己株式の取得による増加　3,785,000株
　　　　単元未満株式の買取による増加　5,163株

３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1)配当金支払額

（2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 基準日 　 効力発生日

平成21年3月31日  平成21年6月29日

平成20年11月6日
取締役会

普通株式 1,348百万円 17 円

　　 株式の種類　　  前連結会計年度末　　　  増加　 　　　　 　減少　　 　    当連結会計年度末

　　 株式の種類　　  前連結会計年度末　　　  増加　 　　　　 　減少　　 　    当連結会計年度末

13円

決議

平成20年6月27日
定時株主総会

株式の種類

普通株式

利益剰余金

配当の総額 1株当たり配当額配当の原資

995 百万円

平成20年3月31日 平成20年6月30日

平成20年9月30日 平成20年12月2日

1株当たり配当額

　 普通株式（株）　　  81,257,829　　　　　　    －　　　　　　     －　　　 　 81,257,829

　 普通株式（株）　　　   866,647　　　　 3,790,163　　　　　　　  －　　     　4,656,810

1,366 百万円 17 円

配当の総額 効力発生日基準日

決議

平成21年6月26日
定時株主総会

株式の種類

普通株式
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　当連結会計年度（自 平成21年 4月1日　至 平成22年 3月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

３．新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（1)配当金支払額

（2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 基準日 　 効力発生日

平成22年3月31日 平成22年6月30日

　　 株式の種類　　  前連結会計年度末　　　  増加　 　　　　 　減少　　 　    当連結会計年度末

　 普通株式（株）　　  81,257,829　　　　　　    －　　　　　　      －　　　 　 81,257,829

　　 株式の種類　　  前連結会計年度末　　　  増加　 　　　　 　減少　　 　    当連結会計年度末

　 普通株式（株）　　　 4,656,810　　　　　   1,897　　　　　　     －　 　　  　4,658,707

配当の原資

995 百万円 13 円利益剰余金

配当の総額 1株当たり配当額決議

平成22年6月29日
定時株主総会

株式の種類

普通株式

平成21年11月5日
取締役会

普通株式   995百万円 13 円

株式の種類 配当の総額 1株当たり配当額 基準日

平成21年9月30日 平成21年12月2日

効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式   995 百万円 13 円 平成21年3月31日 平成21年6月29日

決議
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　（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報 (単位：百万円）

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益

売    上    高

(1) 外部顧客に対する売上高 64,177 27,635 91,812 － 91,812

(2)
セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － － － －

計 64,177 27,635 91,812 － 91,812

営  業  費  用 59,200 24,421 83,621 2,819 86,440

営  業  利  益 4,976 3,213 8,190 ( 2,819 ) 5,371

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出

資　　　　　産 43,738 22,828 66,566 35,625 102,192

減 価 償 却 費 3,726 619 4,346 422 4,768

資 本 的 支 出 5,679 827 6,507 177 6,684

(単位：百万円）

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益

売    上    高

(1) 外部顧客に対する売上高 59,542 19,043 78,586 － 78,586

(2)
セグメント間の内部売上高又
は振替高

－ － － － －

計 59,542 19,043 78,586 － 78,586

営  業  費  用 55,249 18,888 74,138 2,520 76,659

営  業  利  益 4,292 155 4,447 ( 2,520 ) 1,927

Ⅱ 資産､減価償却費及び資本的支出

資　　　　　産 46,753 16,264 63,018 37,668 100,687

減 価 償 却 費 3,626 623 4,249 426 4,676

資 本 的 支 出 3,114 214 3,329 9 3,339

(注)1. 事業区分は次により、時間情報システム事業と環境関連システム事業に区分しております。

当社における販売及びメンテナンスに係る組織ならびに活動から、販売活動費用が売上区

分では把握できないため、内部管理上の事業区分によりセグメンテーションしております。

連    結

自  平成21年4月 1日

至  平成22年3月31日

時 間 情 報
ｼ ｽ ﾃ ﾑ 事 業

環 境 関 連
ｼ ｽ ﾃ ﾑ 事 業

計
消       去
又 は 全 社

前連結会計年度

自  平成20年4月 1日

至  平成21年3月31日

当連結会計年度

時 間 情 報
ｼ ｽ ﾃ ﾑ 事 業

環 境 関 連
ｼ ｽ ﾃ ﾑ 事 業

計
消       去
又 は 全 社

連    結
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2. 各事業区分の主要製品
事業
区分

売 上 区 分 主        要        製        品

情 報 シ ス テ ム

時 間 管 理 機 器

パーキングシステム

環 境 シ ス テ ム

クリーンシステム

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社

の総務部等全社的管理業務を行っている部門に係る費用であります。

前連結会計年度 2,819 百万円

当連結会計年度 2,520 百万円

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券及び長期預金）及び管理部門に係る資

産等であります。

前連結会計年度 35,625 百万円

当連結会計年度 37,668 百万円

5. 会計処理の方法の変更

在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計

年度から在外子会社等の収益及び費用は、期中平均相場による換算に変更しております。

　この適用に伴い、営業利益は時間情報システム事業が2百万円、環境関連システム事業が

0百万円それぞれ増加しております。

時
間
情
報
シ
ス
テ
ム
事
業

環
境
関
連
シ
ス
テ
ム
事
業

ＰＣ接続式タイムレコーダー　時間集計タイムレコーダー　時刻記
録タイムレコーダー  電子タイムスタンプ  ナンバーリングマシン
パトロールレコーダー

就業情報システム　給与計算システム　人事情報システム　食堂情
報システム　入室情報システム　ＩＣカードソリューション　シス
テムタイムレコーダー　就業／人事給与ＡＳＰサービス
時刻配信・認証サービス

自動料金精算システム　入出庫管理システム　駐車場管制システム
駐輪場システム　時間料金計算機（タイムレジ）　機械式立体駐車
場管理システム　インターネット駐車場情報案内サービス　駐車場
総合マネジメントサービス

産業用掃除機　汎用電子集塵機　オイルミスト集塵機　ヒュームコ
レクター　大型集塵システム　脱臭システム　高温有害ガス除去シ
ステム　粉粒体空気輸送システム　環境設備監視／保全支援システ
ム　電解水除菌洗浄システム　アルカリ性電解水工業洗浄システム

業務用掃除機　路面清掃機　自動床面洗浄機　高速バフィングマシ
ン　ドライケアフロアクリンリネスシステム　カーペットフロアク
リンリネスシステム　清掃ケミカル用品　清掃用具

ＰＣ接続式タイムレコーダー　時間集計タイムレコーダー　時刻記
録タイムレコーダー  電子タイムスタンプ  ナンバーリングマシン
パトロールレコーダー

就業情報システム　給与計算システム　人事情報システム　食堂情
報システム　入室情報システム　ＩＣカードソリューション　シス
テムタイムレコーダー　就業／人事給与ＡＳＰサービス
時刻配信・認証サービス

自動料金精算システム　入出庫管理システム　駐車場管制システム
駐輪場システム　時間料金計算機（タイムレジ）　機械式立体駐車
場管理システム　インターネット駐車場情報案内サービス　駐車場
総合マネジメントサービス

産業用掃除機　汎用電子集塵機　オイルミスト集塵機　ヒュームコ
レクター　大型集塵システム　脱臭システム　高温有害ガス除去シ
ステム　粉粒体空気輸送システム　環境設備監視／保全支援システ
ム　電解水除菌洗浄システム　アルカリ性電解水工業洗浄システム

業務用掃除機　路面清掃機　自動床面洗浄機　高速バフィングマシ
ン　ドライケアフロアクリンリネスシステム　カーペットフロアク
リンリネスシステム　清掃ケミカル用品　清掃用具
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ｂ．所在地別セグメント情報 (単位：百万円）

日本 アジア 北米 欧州 計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売　  上 　 高

(1) 67,822 4,490 13,034 6,465 91,812     － 91,812

(2) 1,956 42 243 58 2,301 ( 2,301 )       －

計 69,778 4,532 13,277 6,523 94,113 ( 2,301 ) 91,812

営  業  費　用 62,440 4,116 12,817 6,720 86,094 346 86,440

営業利益又は営業損失(△) 7,338 416 460 △ 196 8,019 ( 2,647 ) 5,371

Ⅱ 資　　　　　産 52,745 3,664 10,834 9,823 77,067 25,124 102,192

(単位：百万円）

日本 アジア 北米 欧州 計 消去又は全社 連結

Ⅰ 売上高及び営業損益

売　  上 　 高

(1) 58,182 4,206 10,517 5,678 78,586     － 78,586

(2) 1,265 12 161 30 1,469 ( 1,469 )       －

計 59,447 4,219 10,679 5,709 80,055 ( 1,469 ) 78,586

営  業  費　用 54,982 3,910 10,737 6,038 75,668 990 76,659

営業利益又は営業損失(△) 4,465 308 △ 57 △ 328 4,387 ( 2,460 ) 1,927

Ⅱ 資　　　　　産 41,618 3,785 9,704 9,315 64,423 36,263 100,687

(注)1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 各区分に属する主な国又は地域

(1)アジア…シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、韓国、中国

(2)北米……アメリカ、カナダ

(3)欧州……フランス、ベルギー、スペイン

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社

の総務部等全社的管理業務を行っている部門に係る費用であります。

前連結会計年度 2,819 百万円

当連結会計年度 2,520 百万円

4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券及び長期預金）及び管理部門に係る資

産等であります。

前連結会計年度 35,625 百万円

当連結会計年度 37,668 百万円

自  平成21年4月 1日

至  平成22年3月31日

前連結会計年度

自  平成20年4月 1日

至  平成21年3月31日

当連結会計年度

外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上
高又は振替高

外部顧客に対する売上高
セグメント間の内部売上
高又は振替高
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5.会計処理の方法の変更

　在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

　 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度

　から在外子会社等の収益及び費用は、期中平均相場による換算に変更しております。

　　この適用に伴い、営業利益は「アジア」が11百万円、営業損失は「北米」が5百万円、「欧州」

　が7百万円それぞれ減少しております。

ｃ．海外売上高 （単位：百万円）

Ⅰ 海外売上高 4,795 13,046 6,544 230 24,617

Ⅱ 連結売上高 91,812

Ⅲ
連結売上高に占める海
外売上高の割合

5.2 ％ 14.2 ％ 7.1 ％ 0.3 ％ 26.8 ％

（単位：百万円）

計

Ⅰ 海外売上高 4,353 10,526 5,678 171 20,730

Ⅱ 連結売上高 78,586

Ⅲ
連結売上高に占める海
外売上高の割合

5.6 ％ 13.4 ％ 7.2 ％ 0.2 ％ 26.4 ％

(注)1.海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　　2.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

    3.各区分に属する主な国又は地域

      (1)アジア…………シンガポール、タイ、マレーシア、インドネシア、韓国、中国

      (2)北米……………アメリカ、カナダ

      (3)欧州……………フランス、ベルギー、スペイン

      (4)その他の地域…中南米

    4.会計処理の方法の変更

　 在外子会社等の財務諸表項目の換算方法

　  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度

　 から在外子会社等の収益及び費用は、期中平均相場による換算に変更しております。

　 　この適用に伴い、売上高は「アジア」が130百万円、「北米」が32百万円、「欧州」が139百

　 万円それぞれ減少しております。

前連結会計年度

自  平成20年4月 1日

至  平成21年3月31日

アジア 北　米 欧　州 その他の地域 計

自  平成21年4月 1日

至  平成22年3月31日

当連結会計年度

アジア 北　米 欧　州 その他の地域
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　（リース取引関係）

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。

　（金融商品関係）

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。

　（賃貸等不動産関係）

決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。

　（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自 平成20年4月1日　至 平成21年3月31日）

該当事項はありません。

当連結会計年度（自 平成21年4月1日　至 平成22年3月31日）

該当事項はありません。
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  （税効果会計関係）

1  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な 1  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な

 原因別の内訳  原因別の内訳

 （繰延税金資産）  （繰延税金資産）

未払事業税否認 15 百万円 未払事業税否認 19 百万円

676 664

268 130

1,698 1,562

繰越欠損金 444 繰越欠損金 708

232 249

116 95

207 80

252

その他 673 その他 532

　繰延税金資産小計 4,333 　繰延税金資産小計 4,295

評価性引当額 △ 212 評価性引当額 △ 763

　繰延税金資産合計 4,121 　繰延税金資産合計 3,531

 （繰延税金負債）  （繰延税金負債）

建物圧縮積立金 △ 20 建物圧縮積立金 △ 19

買収により取得した
無形固定資産

その他 △ 583 その他 △ 112

　繰延税金負債合計 △ 603 　繰延税金負債合計 △ 454

　繰延税金資産の純額 3,517 　繰延税金資産の純額 3,077

2  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 2  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等

 の負担率との差異の原因となった主な項目別  の負担率との差異の原因となった主な項目別
 の内訳  の内訳

　法定実効税率 40.6％ 　法定実効税率 40.6％

　 （調整） 　 （調整）

　交際費等永久に損金に算入 　交際費等永久に損金に算入
　されない項目 　されない項目

　受取配当金等永久に益金に 　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目 　算入されない項目

　住民税均等割額 1.6 　住民税均等割額 3.2

　損金不算入ののれん償却額 6.1 　損金不算入ののれん償却額 8.7

　税務上の繰越欠損金の利用 △ 0.3 　税務上の繰越欠損金の利用 △ 0.6

　試験研究費に係る 　試験研究費に係る
　法人税額の特別控除 　法人税額の特別控除

　評価性引当額の増減 4.8 　評価性引当額の増減 8.6

　海外子会社の税率差異 △ 3.0

　持分法投資利益 △ 1.0

　その他 △ 1.1 　その他 △ 1.6

　　税効果会計適用後の 　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率 　　法人税等の負担率

貸倒引当金損金算入限度超過額

（平成22年3月31日現在）

前連結会計年度

（平成21年3月31日現在）

当連結会計年度

投資有価証券評価損損金不算入

0.9

退職給付引当金損金不算入

賞与引当金損金不算入

長期未払金及び未払金損金不算入

賞与引当金損金不算入

長期未払金及び未払金損金不算入

退職給付引当金損金不算入

投資有価証券評価損損金不算入

0.7

△ 322

未実現利益

△ 0.9

その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金

50.2

4.2△

△ 1.4△ 1.9

貸倒引当金損金算入限度超過額

49.6
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  （有価証券関係）

前連結会計年度（平成21年3月31日現在）

  １．売買目的有価証券 該当事項はありません。

  ２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 該当事項はありません。

  ３．その他有価証券で時価のあるもの (単位：百万円）

（１）株式 222 293 71

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

小  計 222 293 71

（１）株式 2,523 1,952  △ 571

（２）債券 50 40 △ 9

（３）その他 500 498 △ 1

小  計 3,073 2,491  △ 582

3,295 2,784  △ 511

  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成20年４月1日　至　平成21年3月31日）
(単位：百万円）

  ５．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

          (1)子会社株式及び関連会社株式 1,122 百万円

          (2)満期保有目的の債券 譲渡性預金 1,191 百万円

          (3)その他有価証券 非上場株式 115 百万円
優先出資証券 500 百万円
その他 1 百万円

  （デリバティブ取引関係）

　１．通貨関連

　　 当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、末日現在に残高がないため記載を

　 省略しております。

　２．金利関連

　　 当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、末日現在に残高がないため記載を

　 省略しております。

　３．その他

　　 当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、末日現在に残高がないため記載を

　 省略しております。

連結貸借対照表
計上額 差  額区　分

合  計

連結貸借対照表計上額が
取2得 原 価 を 超 え る も の

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

取得原価

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

78 12 44
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  （有価証券関係）

当連結会計年度（平成22年3月31日現在）

  １．売買目的有価証券 該当事項はありません。

  ２．満期保有目的の債券 (単位：百万円）

時価が連結貸借対照表計上額を
超えないもの 1,426 1,422 △ 3

1,426 1,422 △ 3

  ３．その他有価証券 (単位：百万円）

（１）株式 952 731 221

（２）債券 － － －

（３）その他 301 300 1

小  計 1,253 1,031 222

（１）株式 1,602 2,020  △ 418

（２）債券 － － －

（３）その他 96 100 △ 3

小  計 1,699 2,120  △ 421

2,953 3,151  △ 198

  ４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月1日　至　平成22年3月31日）

(単位：百万円）

  （デリバティブ取引関係）

　１．通貨関連

　　 当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、末日現在に残高がないため記載を

　 省略しております。

　２．金利関連

　　 当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、末日現在に残高がないため記載を

　 省略しております。

　３．その他

　　 当連結会計年度及び前連結会計年度のいずれにおいても、末日現在に残高がないため記載を

　 省略しております。

差  額

取得原価 差  額

連結決算日
における時価

計

区　分
連結貸借対照表

計上額

連結貸借対照表
計上額区　分

合  計

連結貸借対照表計上額が
取2得 原 価 を 超 え る も の

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

50

売　却　額 売却益の合計額

0

売却損の合計額

－
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  （退職給付関係） 　

1 採用している退職給付制度の概要 1 採用している退職給付制度の概要
確定給付企業年金：平成21年3月1日から 確定給付企業年金：平成21年3月1日から
　　　　　　　退職金制度の一部について 　　　　　　　退職金制度の一部について
　　　　　　　確定給付企業年金制度を採 　　　　　　　確定給付企業年金制度を採
　　　　　　　用しております。 　　　　　　　用しております。
確定拠出年金：平成21年3月1日から退職金 確定拠出年金：平成21年3月1日から退職金
　　　　　　　制度の一部について、確定 　　　　　　　制度の一部について、確定
　　　　　　　拠出年金制度を採用してお 　　　　　　　拠出年金制度を採用してお
　　　　　　　ります。 　　　　　　　ります。
厚生年金基金：昭和55年4月1日から従来の 厚生年金基金：昭和55年4月1日から従来の
　　　　　　　退職金制度に上積みして厚 　　　　　　　退職金制度に上積みして厚
　　　　　　　生年金基金制度(総合設立 　　　　　　　生年金基金制度(総合設立
　　　　　　　方式)を採用しております｡ 　　　　　　　方式)を採用しております｡
　　　　　　　なお、当該年金基金の年金 　　　　　　　なお、当該年金基金の年金
　　　　　　　資産総額のうち平成21年3 　　　　　　　資産総額のうち平成22年3
　　　　　　　月31日現在の給与総額割合 　　　　　　　月31日現在の給与総額割合
　　　　　　　を基準として計算した年金 　　　　　　　を基準として計算した年金
　　　　　　　資産額は、10,270百万円で 　　　　　　　資産額は、14,053百万円で
　　　　　　　あります。 　　　　　　　あります。

　なお、当社は、平成21年3月1日に、適格
退職年金制度及び退職一時金制度を廃止し、
確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制
度へ移行いたしました。

2 退職給付債務に関する事項 2 退職給付債務に関する事項
①退職給付債務 10,333 百万円 ①退職給付債務 10,150 百万円
（内訳） （内訳）
②未認識過去勤務債務 △ 36 ②未認識過去勤務債務 △ 32
③未認識数理計算上の差異 1,410 ③未認識数理計算上の差異 723
④年金資産 4,751 ④年金資産 5,590
⑤退職給付引当金 4,207 　　差引 3,868

⑤前払年金費用 14
⑥退職給付引当金 3,883

退職年金制度の移行に伴う影響額は次のとおり  
となります。  

①退職給付債務の減少 4,240 百万円    
②未認識数理計算上の差異 △ 599   
③年金資産の移換額（注） △ 3,358   
④退職給付引当金の減少 281   

（注）「③年金資産の移換額」は、確定拠出  
　　　年金制度への資産移換額であります。  

当連結会計年度

自　平成21年4月 1日

至　平成22年3月31日

前連結会計年度

自　平成20年4月 1日

至　平成21年3月31日
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  （退職給付関係） 　

3 退職給付費用に関する事項 3 退職給付費用に関する事項
①勤務費用（⑥を除く） 822 百万円 ①勤務費用（⑥を除く） 573 百万円
②利息費用 326 ②利息費用 248
③期待運用収益 △ 279 ③期待運用収益 △ 164
④過去勤務債務の ④過去勤務債務の
　費用処理額 　費用処理額
⑤数理計算上の差異の ⑤数理計算上の差異の
　費用処理額 　費用処理額
　小計 1,102 　小計 902
⑥厚生年金基金拠出金 522 ⑥厚生年金基金拠出金 507
⑦その他（注） 93 ⑦その他（注） 345
　退職給付費用　合計 1,718 　合計 1,755
⑧確定拠出年金制度への △ 281   
　移行に伴う損益 （注）「⑦その他」は、確定拠出年金への
　合計 1,437 　　　掛金支払額であります。

（注）「⑦その他」は、確定拠出年金への
　　　掛金支払額であります。

4 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 4 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
①退職給付見込額の ①退職給付見込額の
　期間配分方法 　期間配分方法
②割引率 2.5％ ②割引率 2.5％
③期待運用収益率 3.5％ ③期待運用収益率 3.5％
④過去勤務債務の額の ④過去勤務債務の額の
　処理年数 　処理年数
　（発生時の従業員の平均残存勤務期間以 　（発生時の従業員の平均残存勤務期間以
　内の一定の年数による按分額を費用処理 　内の一定の年数による定額法により按分
　する方法。） 　した額を費用処理する方法。）
⑤数理計算上の差異の ⑤数理計算上の差異の
　処理年数 　処理年数
　（発生時の従業員の平均残存勤務期間以 　（各連結会計年度の発生時における従業
　内の一定の年数による按分額を費用処理 　員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　する方法。ただし、翌連結会計年度から 　による定額法により按分した額を費用処
　費用処理することとしております。） 　理する方法。ただし、翌連結会計年度か

　ら費用処理することとしております。）

232

0

10年

期間定額基準

10年

前連結会計年度

自　平成20年4月 1日

至　平成21年3月31日

当連結会計年度

自　平成21年4月 1日

至　平成22年3月31日

10年

△ 3

249

期間定額基準

10年
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　（１株当たり情報）

 １株当たり純資産額  １株当たり純資産額

 １株当たり当期純利益  １株当たり当期純利益

 潜在株式調整後  潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益  １株当たり当期純利益

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在し
　ないため、記載しておりません。

２．算定基礎

　１．１株当たり純資産額

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 75,394 74,967

普通株式に係る純資産額（百万円） 74,462 73,901

　差額の主な内訳（百万円）

　少数株主持分 932 1,066

普通株式の発行済株式数（千株） 81,257 81,257

普通株式の自己株式数（千株） 4,656 4,658

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 2,214 1,010

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,214 1,010

普通株式の期中平均株式数（千株） 78,678 76,599

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

－ － 

－ － 

　　オプション(千株））
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかった － 
潜在株式の概要

　（重要な後発事項）
該当事項はありません。

自己株式取得方式によ
るストック・オプショ
ン(株式の数8千株)

964.78円

13.20円

－

前連結会計年度 当連結会計年度
（平成22年3月31日）（平成21年3月31日）

至 平成21年3月31日

－ 
　（うち自己株式取得方式によるストック

自 平成20年4月 1日 自 平成21年4月 1日項　目
前連結会計年度 当連結会計年度

至 平成22年3月31日

－ 

　普通株式増加数（千株）

　当期純利益調整額（百万円）

前連結会計年度 当連結会計年度
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

自　平成21年4月 1日
至　平成22年3月31日

76,599

項　目

972.08円

28.14円

－

76,601
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,215 15,474

受取手形 3,841 2,525

売掛金 14,440 13,552

有価証券 1,000 1,000

商品及び製品 1,545 1,388

仕掛品 433 460

原材料及び貯蔵品 2,071 1,648

繰延税金資産 884 750

その他 1,035 1,078

貸倒引当金 △97 △84

流動資産合計 36,369 37,795

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 9,552 10,186

構築物（純額） 285 258

機械及び装置（純額） 1,068 831

車両運搬具（純額） 4 2

工具、器具及び備品（純額） 723 560

土地 6,679 6,679

リース資産（純額） 23 74

建設仮勘定 1,096 79

有形固定資産合計 19,435 18,674

無形固定資産   

のれん 300 200

ソフトウエア 3,585 3,466

ソフトウエア仮勘定 1,145 278

その他 48 37

無形固定資産合計 5,078 3,982

投資その他の資産   

投資有価証券 3,399 3,764

関係会社株式 27,231 27,324

関係会社出資金 71 71

関係会社長期貸付金 624 522

破産更生債権等 290 280

差入保証金 853 819

繰延税金資産 2,359 1,713

長期預金 1,500 200

保険積立金 2,100 1,807
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

その他 150 144

貸倒引当金 △334 △316

投資その他の資産合計 38,245 36,332

固定資産合計 62,759 58,989

資産合計 99,129 96,784

負債の部   

流動負債   

支払手形 264 267

買掛金 7,902 7,588

リース債務 6 19

未払金 877 357

未払費用 1,641 1,557

未払法人税等 101 127

未払消費税等 150 93

前受金 903 849

預り金 291 283

従業員預り金 1,461 1,507

賞与引当金 1,468 1,426

その他 53 52

流動負債合計 15,122 14,130

固定負債   

長期未払金 294 182

リース債務 17 58

退職給付引当金 4,064 3,705

固定負債合計 4,376 3,947

負債合計 19,498 18,078

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,239 18,239

資本剰余金   

資本準備金 19,292 19,292

その他資本剰余金 274 274

資本剰余金合計 19,567 19,567

利益剰余金   

利益準備金 2,385 2,385

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金 29 28

別途積立金 10,881 10,881

繰越利益剰余金 32,546 31,439

利益剰余金合計 45,842 44,734
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

自己株式 △3,715 △3,717

株主資本合計 79,934 78,823

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △303 △117

評価・換算差額等合計 △303 △117

純資産合計 79,630 78,706

負債純資産合計 99,129 96,784
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 64,184 52,768

売上原価 40,016 32,950

売上総利益 24,168 19,817

販売費及び一般管理費   

販売費 16,659 15,667

一般管理費 3,781 2,810

販売費及び一般管理費合計 20,440 18,478

営業利益 3,727 1,339

営業外収益   

受取利息及び配当金 412 380

その他 395 380

営業外収益合計 807 761

営業外費用   

支払利息 15 15

為替差損 104 47

その他 109 96

営業外費用合計 229 160

経常利益 4,305 1,940

特別利益   

固定資産売却益 4 10

投資有価証券売却益 12 0

退職給付制度終了益 281 －

その他 22 18

特別利益合計 320 29

特別損失   

固定資産除却損 128 12

投資有価証券評価損 510 3

投資有価証券売却損 44 －

関係会社出資金評価損 10 －

子会社株式評価損 － 36

ゴルフ会員権評価損 11 －

損害賠償損失 36 －

特別損失合計 740 52

税引前当期純利益 3,885 1,917

法人税、住民税及び事業税 1,354 381

法人税等調整額 398 652

法人税等合計 1,752 1,034

当期純利益 2,132 882
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 18,239 18,239

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,239 18,239

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 19,292 19,292

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,292 19,292

その他資本剰余金   

前期末残高 274 274

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 274 274

資本剰余金合計   

前期末残高 19,567 19,567

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 19,567 19,567

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 2,385 2,385

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,385 2,385

その他利益剰余金   

建物圧縮積立金   

前期末残高 31 29

当期変動額   

建物圧縮積立金の取崩 △1 △1

当期変動額合計 △1 △1

当期末残高 29 28

別途積立金   

前期末残高 10,881 10,881

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,881 10,881
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 33,128 32,546

当期変動額   

建物圧縮積立金の取崩 1 1

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,132 882

当期変動額合計 △581 △1,107

当期末残高 32,546 31,439

利益剰余金合計   

前期末残高 46,425 45,842

当期変動額   

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,132 882

当期変動額合計 △582 △1,108

当期末残高 45,842 44,734

自己株式   

前期末残高 △711 △3,715

当期変動額   

自己株式の取得 △3,004 △1

当期変動額合計 △3,004 △1

当期末残高 △3,715 △3,717

株主資本合計   

前期末残高 83,520 79,934

当期変動額   

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,132 882

自己株式の取得 △3,004 △1

当期変動額合計 △3,586 △1,110

当期末残高 79,934 78,823

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 65 △303

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △369 185

当期変動額合計 △369 185

当期末残高 △303 △117

評価・換算差額等合計   

前期末残高 65 △303

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △369 185
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当期変動額合計 △369 185

当期末残高 △303 △117

純資産合計   

前期末残高 83,586 79,630

当期変動額   

剰余金の配当 △2,714 △1,991

当期純利益 2,132 882

自己株式の取得 △3,004 △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △369 185

当期変動額合計 △3,956 △924

当期末残高 79,630 78,706
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　　　　　５－（４）継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当事項はありません。

　　　　　５－（５）重要な会計方針

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券
     満期保有目的の債券･････････････････････…償却原価法（定額法）
     子会社株式及び関連会社株式 ･････････････移動平均法による原価法
     その他有価証券

　時価のあるもの････････････････････期末日の市場価格等に基づく時価法
　 （評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）
         　時価のないもの････････････････････移動平均法による原価法

(2)デリバティブ ･････････････････････････････時価法

(3)たな卸資産
     商品及び製品、原材料及び仕掛品 ････････…総平均法による原価法(貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定)

     貯蔵品 ･････････････････････････････････最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定)

2. 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)
       定率法（ただし、平成10年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）について
     は定額法）によっております。
       なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　 　建物
       機械及び装置

(2)無形固定資産(リース資産を除く)
       定額法によっております。
       なお、当社の市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売可能期間(3年)に基
　　　づく定額法、自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5
　　　年)に基づく定額法によっております。

(3)リース資産
       所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
       リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金
       売掛金、貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
     より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
     額を計上しております。

(2)賞与引当金
       従業員の賞与の支出に備えるため､その期に帰属する支給見込額を計上しております｡

(3)役員賞与引当金
       役員の賞与の支出に備えるため、その期に帰属する支給見込額を計上しております｡

8年～50年
7年～17年
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(4)退職給付引当金
       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
     見込額に基づき計上しております。
　　   過去勤務債務については、各事業年度末の発生時における従業員の平均残存勤務期間
     以内の一定の年数 (10年)による定額法により按分した額を費用処理しております。
       数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
     間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年
     度から費用処理しております。

(5)投資損失引当金
       関係会社株式等の実質価額の低下による損失に備えるため、投資先の資産内容等を考
   　慮して引当計上しております。
       なお、貸借対照表上は、関係会社株式から当該引当金 720百万円を直接控除して表示
     しております。

4. 収益及び費用の計上基準

      当事業年度に着手した工事契約から当事業年度末までの進捗部分についての成果の確
　　実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
　　を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

5. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

      外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
    して処理しております。

6. その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　　　　５－（６）重要な会計方針の変更

（会計方針の変更）

①工事契約に関する会計基準の適用
　当事業年度より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27
日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19
年12月27日）を適用し、当事業年度に着手した工事契約から、当事業年度末までの進捗部分
について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは
原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。
　なお、この変更による損益へ与える影響は軽微であります。

②退職給付に係る会計基準の一部改正の適用
　当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準
第19号　平成20年7月31日）を適用しております。
　なお、この変更による損益へ与える影響はありません。
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　　　　　５－（７）注 記 事 項

　（貸借対照表関係）

有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額
百万円 百万円

保証債務 百万円

（ 千US$ ）

（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自 平成20年 4月1日　至 平成21年 3月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 普通株式の自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。
取締役会決議による自己株式の取得による増加　3,785,000株
単元未満株式の買取による増加　5,163株

　当事業年度（自 平成21年 4月1日　至 平成22年 3月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）1. 普通株式の自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

（リース取引関係）

　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略いたします。

21,000

（平成21年3月31日現在） （平成22年3月31日現在）

29,949

1,974

普通株式（株）

第 ９３ 期

株式の種類

28,789

株式の種類 　増　加

第 ９４ 期

4,658,7074,656,810 1,897

　増　加 　　減　少

　　　　　　－

前事業年度末 当事業年度末

前事業年度末 　　減　少 当事業年度末

普通株式（株） 866,647 3,790,163 　　　　　　－ 4,656,810
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　（有価証券関係）

第９３期（平成21年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

第９４期（平成22年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

  （税効果会計関係）

1  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な 1  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
 原因別の内訳  原因別の内訳

 （繰延税金資産）  （繰延税金資産）

未払事業税否認 4 百万円 579 百万円

596 119

258 1,504

1,650 249

224 292

292 94

115 その他有価証券評価差額金 80

その他有価証券評価差額金 207 その他 222

その他 269 　繰延税金資産小計 3,142

　繰延税金資産小計 3,619 評価性引当額 △ 657

評価性引当額 △ 355 　繰延税金資産合計 2,485

　繰延税金資産合計 3,263  （繰延税金負債）

 （繰延税金負債） 建物圧縮積立金 △ 19

建物圧縮積立金 △ 20 未収還付事業税 △ 2

その他有価証券評価差額金 － 　繰延税金負債合計 △ 21

　繰延税金負債合計 △ 20 　繰延税金資産の純額 2,463

　繰延税金資産の純額 3,243

2  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 2  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
 の負担率との差異の原因となった主な項目別  の負担率との差異の原因となった主な項目別
 の内訳  の内訳

　法定実効税率 40.6％ 　法定実効税率 40.6％

　 （調整） 　 （調整）

　交際費等永久に損金に算入 　交際費等永久に損金に算入
　されない項目 　されない項目

　受取配当金等永久に益金に 　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目 　算入されない項目

　住民税均等割額 1.8 　住民税均等割額 3.6

　試験研究費に係る 　試験研究費に係る
　法人税額の特別控除 　法人税額の特別控除

　評価性引当額の増減 5.4 　評価性引当額の増減  15.7

　その他 △ 0.1 　その他 △ 0.0

　　税効果会計適用後の 　　税効果会計適用後の
　　法人税等の負担率 　　法人税等の負担率

45.1

0.8

△ 1.1

△ 2.3

54.0

第 ９３ 期

（平成21年3月31日現在）

第 ９４ 期

投資損失引当金損金不算入投資有価証券評価損損金不算入

賞与引当金損金不算入

長期未払金及び未払金損金不算入

退職給付引当金損金不算入

投資損失引当金損金不算入

貸倒引当金損金算入限度超過額

貸倒引当金損金算入限度超過額

△ 1.7

（平成22年3月31日現在）

投資有価証券評価損損金不算入

1.0

長期未払金及び未払金損金不算入

退職給付引当金損金不算入

5.2△

賞与引当金損金不算入
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　（１株当たり情報）

 １株当たり純資産額 1,039.55円  １株当たり純資産額

 １株当たり当期純利益 27.10円  １株当たり当期純利益

 潜在株式調整後  潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益  １株当たり当期純利益

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しない
　ため、記載しておりません。

２．算定基礎
（注）算定上の基礎

　１．１株当たり純資産額

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 79,630 78,706

普通株式に係る純資産額（百万円） 79,630 78,706

普通株式の発行済株式数（千株） 81,257 81,257

普通株式の自己株式数（千株） 4,656 4,658

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

損益計算書上の当期純利益（百万円） 2,132 882

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,132 882

普通株式の期中平均株式数（千株） 78,678 76,599

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額（百万円） － － 

　普通株式増加数（千株） － － 

　（うち自己株式取得方式によるストック
　　オプション(千株））
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかった － 
潜在株式の概要

1,027.51円

11.53円

－－

第９３期 第９４期
自　平成20年4月 1日
至　平成21年3月31日

自　平成21年 4月1日
至　平成22年3月31日

－ － 

自己株式取得方式によ
るストック・オプショ
ン(株式の数8千株)

76,601 76,599

自 平成20年4月 1日 自 平成21年4月 1日
第９３期 第９４期

項　目
至 平成21年3月31日 至 平成22年3月31日

項　目
第９４期第９３期

（平成22年3月31日）（平成21年3月31日）
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          ６．部 門 別 売 上 高 明 細 表 
（単位：百万円）

区        分

( 時間情報ｼｽﾃﾑ事業 ) ％ ％ ％

情 報 シ ス テ ム 13,270 20.7 11,515 21.8 △ 1,754 △ 13.2

時 間 管 理 機 器 3,703 5.8 3,157 6.0 △ 545 △ 14.7

パーキングシステム 23,519 36.6 22,218 42.1 △ 1,300 △ 5.5

小        計 40,492 63.1 36,891 69.9 △ 3,601 △ 8.9

( 環境関連ｼｽﾃﾑ事業 )

環 境 シ ス テ ム 18,024 28.1 10,833 20.5 △ 7,191 △ 39.9

クリーンシステム 5,667 8.8 5,043 9.6 △ 623 △ 11.0

小        計 23,692 36.9 15,877 30.1 △ 7,815 △ 33.0

合        計 64,184 100.0 52,768 100.0 △ 11,416 △ 17.8

内 輸 出 売 上 高 2,583 4.0 1,591 3.0 △ 991 △ 38.4

          ７．役 員 の 異 動 

　役員の異動につきましては、平成22年3月30日付「代表取締役の異動および役員人事に関するお知ら

せ」にて既に発表済みであります。

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 比 率

増    減
（平成21年4月～平成22年3月）（平成20年4月～平成21年3月）

第 ９４ 期第 ９３ 期
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